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（百万円未満切捨て） 
１．１９年３月期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

１９年３月期 
１８年３月期 

111,683      10.2 
101,319   41.6 

6,538      21.7
5,371       5.1

7,943      16.4 
6,824      35.4 

4,494      26.3
3,557      91.2

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１９年３月期 
１８年３月期 

72.83   
57.95   

72.54  
57.08  

10.2  
9.3  

7.8   
7.9   

5.9  
5.3  

(参考) 持分法投資損益 19 年 3 月期    ― 百万円  18 年 3 月期     △175百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

１９年３月期 
１８年３月期 

103,196   
100,878   

45,962  
42,738  

43.7   
42.4   

738.97  
685.25  

(参考) 自己資本       19 年 3 月期   45,107 百万円  18 年 3 月期     ― 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

１９年３月期 
１８年３月期 

3,351   
4,671   

△10,367  
△9,144  

2,096   
4,987   

3,570  
8,797  

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

１８年３月期 
１９年３月期 

5.00  
7.50  

5.00 
7.50 

10.00 
15.00 

619  
923  

17.3   
20.6   

1.6  
2.1  

２０年３月期 
（予想） 

7.50  7.50 15.00  19.1    

 
 
３．２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円 銭

中 間 期 
通    期 

56,000    1.3 
115,000    3.0 

3,450   21.7
7,400   13.2

3,900   13.6
8,200    3.2

2,250   20.0 
4,800    6.8 

36.86  
78.64  
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、21 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 64,548,646 株 18 年 3 月期 64,274,578 株 
②期末自己株式数  19 年 3 月期  3,507,255 株 18 年 3 月期  2,005,143 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29 ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.１９年３月期の個別業績(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

１９年３月期 
１８年３月期 

69,032       1.5 
68,015       9.5 

2,560    △16.5
3,064     △7.4

3,157     △7.5 
3,411     △5.3 

1,625       4.2
1,559      27.1 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

１９年３月期 
１８年３月期 

26.34   
24.75   

26.23  
24.38   

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

１９年３月期 
１８年３月期 

83,081   
80,051   

38,172  
39,549  

45.9   
49.4   

625.35  
634.04  

(参考) 自己資本       19 年 3 月期   38,172 百万円  18 年 3 月期      ― 百万円   
２．２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭
中 間 期 
通    期 

34,500    2.4 
70,500    2.1 

1,300   19.9
2,650    3.5

1,550    4.4
2,900  △8.1

800  △8.2 
1,450 △10.8 

13.11  
23.75  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記の業績予想に関する事項は 5～6ページをご参照ください。 
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経 営 成 績 

１．経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、年央に原油の異常な高騰に直面しましたが、

年後半にはそれも落ち着きを見せ、景気拡大基調も11月には戦後最長を記録しました。

また、活発な設備投資や雇用の改善、個人消費の持ち直し、円安下での輸出の好調、米

国経済のソフトランディングなどで景気の好循環が継続しました。しかし、原油価格が

高止まりの状態にあることには間違いなく、その影響はエネルギーコストから原材料価

格等にも大きく波及し始め、製造業においての製造コストの上昇や利益率の低下などに

確実に影響を及ぼし始めています。 

当社グループにおきましても、これら一連のコストアップ額は前期比 8億60百万円にも達

しました。加えて、オートモーティブやエレクトロニクス市場における製品価格の下落の影

響を受けて、自動車内装材や電磁波シールド材などで厳しい価格ダウン要請を受けその対応

を迫られました。 

このような状況下、当社グループは、省エネルギー対策をはじめとする徹底した原価低減

活動はもちろん、 “攻めの経営、攻めの仕事”をキーワードに５つの事業分野において、経

営の基本戦略である「ＩＴ化・流通ダイレクト化」「非衣料・非繊維化」「グローバル化」を

推進し、さらに、五ゲン主義（原理・原則・現場・現物・現実）活動を基本とした「企業体

質の改革」を強力に推し進めてまいりました。 

具体的には、「ＩＴ化・流通ダイレクト化」では、製販一貫体制とデジタルプロダクシ

ョンシステム「Viscotecs®」とを駆使し、ＯＥＭ製品事業およびＳＰＡ小売り事業を強
力に推進してきました。またＫＢセーレン㈱においても、一貫生産のための設備投資や

事業構造の改革を積極的に行い、最終ユーザーの視点での企画・製造・販売に軸足を移

してきました。「非衣料・非繊維化」では、マッサージチェア基布の低迷や寝装事業の収

益ダウン、ハウスラップ材の伸び悩みなどがありましたが、電磁波シールド材「プラッ

ト®」や複合導電糸「ベルトロン®」が好調だったこと、貼付剤や絆創膏基布が伸びたこ
と、化粧品事業「コモエース®」が利益改善したことなどにより、非衣料・非繊維全体
では堅調に推移しました。「グローバル化」では、自動車内装材事業において、販売価格

の下落と品質ロスによる利益率ダウンなどで苦戦しましたが、日系自動車メーカーのニ

ーズに応え世界6拠点での生産能力を積極的に増強した結果、海外子会社全体では売上

高・営業利益とも過去最高を更新しました（海外子会社合計の売上高177億94百万円（前

期比 47.6％増）、営業利益16億64百万円（同 33.9％増））。また原価低減策としては、

「革命的ＶＡ活動」「整流活動」「見つけましたね運動」「改革小集団活動」「ワンランク

アップ運動」などで大きな成果（13億円）を得ることができました。 

以上により、当期の業績は、売上高は1,116億83百万円（前期比 10.2％増）、経常利益

は79億43百万円（同 16.4％増）と増収増益となりました。また当期純利益は大きな特別

損益もなく、44億94百万円（同 26.3％増）と大幅な増益となりました。この結果、当期

の業績は4期連続で増収増益を達成し、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益とも、

過去最高を更新しております。 
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当期の事業別概況は次の通りであります。 

 

（オートモーティブ事業） 

シート事業・エアバッグ事業共にその市場環境は、販売価格のダウンおよび原油高

による製造コスト（エネルギー、製品・商品仕入、原材料など）のアップなどで非常

に厳しいものでした。しかし省エネルギー活動や原材料調達の見直し、歩留まりの改

善や生産効率のアップなど、あらゆる原価低減活動を徹底的に行いました。また全て

の海外拠点において、日系自動車メーカーの海外増産に対応すべく生産能力の増強を

図り数量増への対応を行ったことや、ＫＢセーレン㈱では編み・加工の一貫生産体制

を整えたことなどが寄与して事業全体では増収増益を達成することができました。 

当事業の売上高は484億49百万円（前期比 14.7％増）、営業利益は40億11百万円（同 

11.4％増）となりました。 

 

（ハイファッション事業） 

売上面では、冷夏・暖冬、子服・水着市場の縮小、個人消費の伸び悩みなど厳しい

市場環境でしたが、インナー新商品のヒットやシームレス商品「プリモーディアル®」
の拡大、海外販売事業におけるビスコテックス商品での新規受注などが大きく貢献し、

全体では増収となりました。一方、利益面でも、原油高による仕入や製造コストの大

幅な上昇など苦しい環境でしたが、ＫＢセーレン㈱やセーレンリョーカ㈱での不採算

事業の整理・撤退、また原価低減策では徹底した省エネルギー対策やロス・ムダの削

減、原染料調達の見直しなどを行いました。その結果当事業全体では増収増益を達成

することができました。 

当事業の売上高は382億39百万円（同 11.7％増）、営業利益は10億4百万円（同 

186.1％増）となりました。なお前期ＫＢセーレン㈱にて構造改善費用（4億35百万円）

を計上しましたが、当期はありません。 

 

（エレクトロニクス事業） 

当事業の主力商品である電磁波シールド材「プラット®」において、エネルギーコ
スト、希少金属価格の高騰が製造コストを押し上げるなか、製品価格の下落やＰＤＰ

向けの在庫調整の局面もあり、厳しい市場環境でした。しかし、ＰＤＰにおいて年末

より新モデルが垂直に立ち上がったこと、ガスケット材がフル生産であったこと、生

産効率や品質歩留まりの改善などで、全体では順調に推移しました。一方、ＫＢセー

レン㈱の高付加価値商品である「ベルトロン®」（複合導電糸）が好調であったことや
「ザヴィーナ®」（半導体用や光学用ワイピングクロス）において一貫生産設備が稼働
し始めたことなどで、売上・利益面で大きく貢献しました。その結果事業全体では増

収増益となりました。 

当事業の売上高は112億86百万円（同 7.4％増）、営業利益は17億21百万円（同 

19.0％増）となりました。 
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（インテリア・ハウジング事業） 

ハウスラップ材「ラミテクト®」「ルーフラミテクト®」「モルタルラミテクト®」や
床養生シート「ヌレイン」など当社建材商品は堅調に推移しました。しかし、マッサ

ージチェア基布が大幅に減産になったことや、ＫＢセーレン㈱の寝装事業の収益率が

悪化してきたこと、セーレンハウジング㈱が不振だったこと、さらに次世代商品（非

繊維ビスコテックス）の開発コスト（86百万円）が経費先行したことなどにより、全

体では減収・大幅減益となりました。 

当事業の売上高は100億80百万円（同 1.1％減）、営業利益は6億10百万円（同 36.1％

減）となりました。なお、次世代商品がビジネスに結びつき始めるのは、年後半から

来期にかけての予定です。 

 

（メディカル事業） 

水事業の新商品である携帯型浄水器「ポペッティ®」を4月に新発売、また7月には、
化粧品事業「コモエース®」において当社初の医薬部外品・薬用美白スキンケア「セ
リサージュ®」を新発売し、首都圏を中心に積極的にメディア広告などを行いました。
また、ＫＢセーレン㈱においては、伸縮性貼付剤基布の一貫生産ラインが完成したこ

とや特殊伸縮性不織布「エスパンシオーネ®」がフル生産を続けたことなどで、順調
に売上を伸ばしました。その結果、事業全体では、㈱ナゴヤセーレンで一部不振（腰

痛帯）があったものの、利益面では着実にその成果を得ることができました。ただし

メディカル事業の拡大に伴い、今期より当事業を部門として独立させたことで経費負

担が増加し、セグメント利益としては減益となりました。 

当事業の売上高は30億63百万円（同 2.7％減）、営業利益は29百万円（同 51.8％減）

となりました。（経費負担増加分を除く従来比較では、営業利益1億29百万円（同 115%

増）） 

 

（その他の事業） 

子会社の㈱セーレンシステムサービスが、病院向けに本格的なメディカルパッケー

ジソフトの開発および外販活動をしてきましたが、ようやくその成果を得られる段階

になってきました。ただし本格的な売上の計上については来期の予定のため、当期は

減収となっています。その他に、セーレンコスモ㈱の人材派遣事業、セーレン商事㈱

の保険事業も順調に推移し、その結果、その他の事業全体では増益となりました。 

当事業の売上高は5億62百万円（同 44.7％減）、営業利益は2億67万円（同 10.3％

増）となりました。 

 

（次期の見通し） 

国内経済では、雇用の改善や名目賃金の増加、地方経済の回復などにより、基調とし

ては緩やかな景気拡大傾向が続くものと予想されます。しかし、夏に予定されている選

挙や原油価格、為替、金利の動きなどに不透明感があり、また世界経済においても米国、

中国、BRIC’sの動向など全く予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

こうした状況下、当社グループにおいても、健全な危機意識を持ち、「確かなリスク
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マネジメント」とこれらに基づく「攻めの経営」とを行っていきます。 

「リスクマネジメント」として、第１に徹底した原価低減策・省エネルギー対策を行

います。使わない・捨てない・ムダをしない、を徹底して、保温、廃熱回収、燃料転換、

製造工程・仕組み・システムの見直し、歩留まりの改善、生産効率のアップなどコスト

ダウンにつながるあらゆる活動を行っていきます。第２には、最近の当社グループにお

ける急速な事業の拡大、多様化および2007年問題などで慢性的な人材不足になりつつあ

り、人材の確保・育成が急務となっています。これらに対処するため、あらゆる手段

を講じて、積極的な新規採用や再雇用などの制度整備を行っていきます。 

「攻めの経営」としては、引き続き「ＩＴ化・流通ダイレクト化」「非衣料・非繊維

化」「グローバル化」を推進していきます。そのひとつとして、３つの新規事業の立ち

上げを行っていきます。電磁波シールド材では、次世代シールド材であるフィルムメッ

シュの工場建設とその量産化を具体化していきます。ビスコテックスでは、用途を繊維

から非繊維（金属、陶磁器、ガラス、木材など）にまで広げ、商品開発・上市に挑戦し

ていきます。またファッション・インテリア・自動車内装材用途として、非繊維・新素

材（人工皮革、合成皮革、本革）の工場建設・量産化を目指します。 

「企業体質の改革」では、従来の五ゲン主義・整流活動の徹底に加え、全ての仕事にお

いて結果である付加価値・成果をもう一段アップさせるための「ワンランクアップ運動」

を展開し確実な成果につなげてまいります。なお、2008年に迎える創業120年の記念事業

の一環として2006年に研究開発センターを完成させましたが、2007年1月には新本社ビル

建設に着手し、2008年1月の完成を予定しています。 

 

以上、次期の方針は「更なる飛躍、新たな夢への挑戦」とし、生き残りから勝ち残り

へ向け、常に高い志を掲げ、さらなる企業価値の向上に努めていく所存であります。 

 

次期連結業績の見通しにつきましては、売上高 1,150億円（前期比 3.0％増）、経常

利益82億円（同 3.2％増）、当期純利益48億円（同 6.8％増）を計画しております。 

 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

当期末の総資産は、設備投資により有形固定資産が増加した一方、法人税等の支払い

等により現金及び預金が減少し、全体として前期末と比較して23億17百万円増の1,031

億96百万円となりました。負債の部は、借入金が増加した一方で、未払法人税等の減少な

どがあり、全体として1億27百万円減少し、572億33百万円となりました。純資産は、利益

剰余金の増加などにより、32億23百万円増加し、459億62百万円となりました。当期末現在

までの新株予約権付社債の転換行使額は39億75百万円であり、社債残高は25百万円となっ

ております。なお、当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用し

ており、従来の「資本の部」に含まれていなかった少数株主持分8億55百万円を純資産に含

めております。前期末を同じ基準で比較すると、純資産は24億45百万円増加となっておりま

す。 

当期のキャッシュ・フローの状況、並びに現金及び現金同等物の増減と残高は次の通

りです。 
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                                                                   （百万円） 

区   分 当  期 前  期 増  減 

  現金・現金同等物期首残高      8,797      7,995        801 

  営業活動によるキャッシュ・フロー      3,351      4,671   △ 1,319 

  投資活動によるキャッシュ・フロー   △10,367   △ 9,144   △ 1,222 

  財務活動によるキャッシュ・フロー    2,096    4,987 △ 2,891 

  現金及び現金同等物に係る換算差額等        164        286   △   122 

  現金及び現金同等物増減額（減少額△）   △ 4,754        801   △ 5,556 

 連結除外に伴う現金及び現金同等物減少 △   472    － △   472 

  現金及び現金同等物期末残高      3,570      8,797   △ 5,226 
 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加による支出27億68百万円や法人

税等の支出49億87百万円などがありましたが、税金等調整前当期純利益73億95百万円のほ

か、減価償却費44億14百万円等の非資金取引項目があり、全体では33億51百万円の収入と

なりました。投資活動によるキャッシュ･フローは、研究開発センター建設などの設備投

資による支出110億66百万円などにより、全体で103億67百万円の支出となりました。その

結果、フリー･キャッシュ･フローは70億15百万円のマイナスとなりました。また、財務活

動によるキャッシュ･フローは、借入金の純増などにより20億96百万円の収入となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物は前期末より47億54百万円減少し、さらに連結除外に

伴う現金及び現金同等物の減少額を差し引き、当期末残高は35億70百万円となりました。 

なお、キャッシュ・フロー等に関する主要指標の推移は下記の通りです。 

 平成15年

3月期 

平成16年

3月期 

平成17年

3月期 

平成18年 

3月期 

平成19年

3月期 

自己資本比率（％） 47.7 45.3 46.0 42.4 43.7

時価ベースの自己資本比率（％） 37.5 56.1 69.8 117.9 73.9

債務償還年数（年） 5.5 3.0 1.9 3.2 5.9 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 19.6 36.0 54.6 39.8 17.0 

 

（注）自己資本比率        ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数       ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出してお

ります。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、短期借入金、長期借入金、新株予約権付社債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

い額を使用しております。 

 

３．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主皆様への利益還元を経営の最重要課題として考え安定的な配当を継続し

てまいりました。今後につきましても、配当性向25％以上を目標に、引き続き企業の安
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定成長、業績、財務状況、配当利回りなどを総合的に勘案し、利益配分を決定していきた

いと考えています。内部留保資金につきましては、長期的な視点に立ってさらなる企業

価値の向上、すなわち事業の拡大や新規事業構築のための戦略的設備投資、グローバル

化投資、研究開発投資、情報化投資およびＭ＆Ａ等への資金に機動的に活用していきた

いと考えております。 

なお、当期末の配当につきましては、１株当たり7円50銭とし、中間配当金（１株当たり

7円50銭）と併せ、年間を通じて１株当たり15円とさせていただく予定です。 

次期についても、通期で１株当たり15円の配当を予定しております。 

 

４．事業等のリスク 

当社グループは、幅広い事業分野にわたり、国内はもとより世界各地で事業活動を行

っております。そのため、当社グループの事業活動は多岐にわたる要因の影響を受けま

す。その主なものは次の通りです。 

（１）海外活動に潜在するリスク 

 当社グループは、グローバル化に対応するため海外（米国、ブラジル、タイ、

中国など）に子会社を設立し製造・販売活動を行っていますが、これらの地域・

国において、危機管理想定外での政治的・社会的問題などのカントリーリスクが

生じたときは、当社グループの経営成績および財務状況等に影響を及ぼす可能性が

あります。 

（２）為替相場の変動について 

当社グループは、海外との輸出入ビジネスを行っていますが、これらの取引に

おいて為替レートが変動することにより為替差損益が発生します。またグローバル

化事業として海外子会社に対して円建て投融資を行っていますが、為替レートが変

動することにより海外子会社において為替差損益が発生します。計画において妥当

な為替レートを設定しておりますが、想定できない幅での変動に進んだ場合、関連

する事業グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）原油・ガス価格の変動リスク 

①当社グループは、原油・ガス高騰への対策として、代替えエネルギー源である電気、

天然ガス、その他燃料などへの転換を図ってきましたが、今後さらに予期せぬ水準

にまで高騰すると、関連する事業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②当社グループの製品に、石油化学製品を原材料にしているものが多く、その仕入

れ価格は原油価格の変動の影響を大きく受けることがあります。その場合は関連

する事業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（４）急速な技術革新について 

当社グループの各事業分野において新しい技術が急速に発展しております。特にエ

レクトロニクス、メディカルなどの分野においては技術革新の速度は顕著であり、こ

れらに対して競争力を維持するため迅速かつ優れた費用効率で研究開発や製造・販売

の施策を講じることが必要です。しかし最大限の努力を払って施策を講じたとしても、

全てが必ず成功する保証はなく、これらが予定通り進展しなかった場合には関連する

事業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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　当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　事業の系統図は次のとおりであります。

企業集団の状況

　ハウジング事業は、当社が建築用資材、インテリア用資材を製造・販売している他、ＫＢセーレン㈱
が室内装飾用・寝装用繊維製品の製造･販売を行っており、セーレンハウジング㈱が不動産売買、住宅の
販売を行っております。

　メディカル事業は、当社が化粧品、浄水器及びフィルターを製造・販売しております。ＫＢセーレン
㈱では伸縮性貼付剤等医療用繊維製品の製造・販売を行っております。

　その他の事業は、セーレン商事㈱で保険代理業を、㈱セーレンシステムサービスでソフトウエアの開
発及び販売を行っております。

　セーレンケーピー㈱では主として当社製品の編立加工を行い、セーレン商事㈱では物品の販売等を
行っており当社は原材料等を仕入れております。

　当社の企業集団は、当社、子会社２５社及び関連会社１社で構成され、「オートモーティブ」「ハイ
ファッション」「エレクトロニクス」「ハウジング」「メディカル」を主な事業として展開しておりま
す。

　オートモーティブ事業は、当社、ＫＢセーレン㈱、㈱ナゴヤセーレン、Viscotec Automotive
Products LLC、Saha Seiren Co.,Ltd.、Seiren Produtos Automotivos Ltda. 、世聯汽車内飾(蘇州)有
限公司が自動車内装材、カーシートの製造・販売を行っております。㈱セーレンオーカス、Saha Seiren
Co.,Ltd.、世聯汽車内飾(蘇州)有限公司がエアバッグの製造・販売を行っております。

　ハイファッション事業は、当社、ＫＢセーレン㈱、㈱ナゴヤセーレン、グンセン㈱で各種衣料製品、
衣料用繊維加工品の製造・販売を行っており、セーレンリョーカ㈱は各種衣料製品の販売を行っており
ます。ＫＢセーレン㈱はポリエステル繊維・ナイロン繊維等合成繊維及び綿・絹等天然繊維製品の製
造・販売を行っております。アルマジャパン㈱で縫製加工を行っております。一部は当社で仕入れて販
売し、一部は当社の委託加工を行っております。㈱デプロには製版の外注委託を行っております。

　エレクトロニクス事業は、当社が、電磁波シールド材、防塵着の製造・販売を行っております。ＫＢ
セーレン㈱は半導体製造におけるクリーナーや光学レンズ用のワイピングクロスを製造・販売し、セー
レン電子㈱が各種電子機器の製造・販売を行っております。

－9－
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得     意     先 

子
会
社 

セ
ー
レ
ン
商
事
（
株
） 

子
会
社 

（
株
）
ナ
ゴ
ヤ
セ
ー
レ
ン 

当 社 

オート 

モーティブ 

ハイ 

ファッション

エレクトロ 

ニクス 

ハウジング 

メディカル 

その他 

製
品 

       

Seiren Produtos Automotivos Ltda.

子会社 

 

グンセン(株)、(株)デプロ 

子会社 

 

セーレンハウジング(株) 

子会社 

     Seiren U.S.A Corporation

Viscotec Automotive Products LLC

Viscotec U.S.A. LLC 

世聯汽車内飾(蘇州)有限公司 

Viscotec World Design Center LLC

子会社 

 

セーレン電子(株) 

子会社 

 

(株)セーレンシステムサービス 

子会社 

 

セーレンケーピー(株)

アルマジャパン(株) 

非連結子会社 

ＫＢインテックス(株)、松屋ニット(株)、福井大手町ビ

ル(株)、(株)ヘイセイクリエイト、 Viscotec EU S.p.A.

製
品 

製
品 

製
品 

 

(株)セーレンオーカス

子会社 

子会社 

製
品 

 

セーレンリョーカ(株) 

子会社 

製品

製品

製品

製品

製
品 

製品 

製品・原材料 

製品 

製品

製品

製品

製品

       

Saha Seiren Co.,Ltd. 

子会社

製品 

子会社 セーレンコスモ(株) 
役務 

製品

 

(株)セーレンシステムサービス 

関連会社  

ケーシーアイ・ワープニット(株)

 

製品子会社 セーレンコスモ(株) 

子
会
社 

Ｋ
Ｂ
セ
ー
レ
ン
（
株
） 

 

製
品 



セーレン株式会社

(連結子会社)
千円 オートモーティブ 100.0 -     役員の兼任 6人

3,440,000 ハイファッション
エレクトロニクス
ハウジング
メディカル

千円 オートモーティブ 100.0 -     
40,000 ハイファッション

エレクトロニクス 役員の兼任　 3人
ハウジング
メディカル
その他

千円 エレクトロニクス 100.0 -     
50,000

役員の兼任　 3人
千円 ハウジング 100.0 -     
71,000

役員の兼任　 3人
千円 オートモーティブ 79.1 -     

100,000 ハイファッション (24.0)
エレクトロニクス
ハウジング 役員の兼任　 1人
メディカル
その他

千円 ハイファッション 85.0 -     
24,000

役員の兼任　 2人
千円 オートモーティブ 100.0 -     
98,000 ハイファッション

役員の兼任　 3人
千円 オートモーティブ 100.0 -     
50,000 ハイファッション

役員の兼任　 4人
福井県 千円 オートモーティブ 100.0 -     
福井市 50,000

役員の兼任　 4人
福井県 千円 その他 100.0 -     
福井市 59,000

役員の兼任 1人
東京都 千円 ハイファッション 100.0 -     
港区 90,000

役員の兼任　 2人

当社は設備の一部
を購入している。

関　係　会　社　の　状　況

当社は原材料等を
仕入れている。

資本金又は
出資金

名称 住所 関係内容主要な事業の内容
所有割合
(％)

株式会社
セーレンオーカス

株式会社セーレン
システムサービス

セーレンリョーカ
株式会社

当社は設備の一部
を購入している。

当社の繊維製品の
一部を加工してい
る。

当社の繊維製品の
一部を編立加工し
ている。

当社の繊維製品の
一部を加工してい
る。

当社の繊維製品の
一部を販売してい
る。

当社利用のソフト
ウエアの一部を開
発している。

当社の繊維製品の
一部を縫製加工し
ている。

当社の繊維製品の
一部を縫製加工し
ている。

議決権の所有(被所
有)割合

ＫＢセーレン株式会社

グンセン株式会社

被所有
割合

セーレン電子株式会社

セーレンハウジング
株式会社

株式会社
ナゴヤセーレン

セーレンケーピー
株式会社

アルマジャパン
株式会社

福井県
坂井市

福井県
鯖江市

福井県
福井市

福井県
福井市

福井県
福井市

セーレン商事株式会社

愛知県
名古屋市
西区

群馬県
伊勢崎市

福井県
福井市

－11－
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福井県 千円 ハイファッション 100.0 -     
福井市 20,000

福井県 千円 その他 100.0 -     役員の兼任 2人
福井市 10,000

アメリカ 千US＄ オートモーティブ 100.0 -     役員の兼任 5人
72,044

アメリカ 千US$ オートモーティブ 100.0 -     役員の兼任 4人
44,205 (100.0)

アメリカ 千US$ ハイファッション 100.0 -     役員の兼任 4人
3,883 (100.0)

中国 千元 オートモーティブ 100.0 -     役員の兼任 4人
182,937 (100.0)

アメリカ 千US$ オートモーティブ 100.0 -     役員の兼任 3人
100 (100.0)

タイ 千Baht オートモーティブ 95.7 -     
680,000

役員の兼任　 4人
ブラジル 千R$ オートモーティブ 92.9 -     役員の兼任 2人

22,266

(注)
１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。

３　上記会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。
４　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

関係内容

当社使用の製版の
外注委託をしてい
る。

当社の繊維製品の
一部を縫製加工し
ている。

２　上記子会社のうちＫＢセーレン株式会社、Seiren U.S.A. Corporation、Viscotec Automotive
　　Products LLC、世聯汽車内飾（蘇州）有限公司、及びSaha Seiren Co.,Ltd.は特定子会社であり
　　ます。

世聯汽車内飾（蘇州）
有限公司

Viscotec World
Design Center LLC

Saha Seiren Co.,Ltd.

Seiren Produtos
Automotivos Ltda.

セーレンコスモ
株式会社

Seiren
U.S.A.Corporation

Viscotec Automotive
Products LLC

Viscotec U.S.A. LLC

株式会社デプロ

所有割合
(％)

被所有
割合

議決権の所有(被所
有)割合

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容

－12－
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経 営 方 針 

１．会社の経営の基本方針 

当社は、「21世紀のグッドカンパニー」の実現を目指し、株主・取引先・社員・地域

社会の皆様方から高い信頼を得られる企業経営の遂行を基本方針としております。この

方針のもと、「五ゲン主義」（原理・原則・現場・現物・現実）活動を共通の意識とし

て、企業構造の革新と企業体質の改革に積極的に取り組んでおります。お客様あるいは

株主様の視点に立ち、「のびのび いきいき ぴちぴち」の経営理念のもと、社員一人ひ

とりが自主性・責任感・使命感を持ち、不条理・矛盾を許さないフェア精神とコンプ

ライアンス精神とで仕事に取り組むことがより確かな業績の向上をもたらし、結果とし

て企業価値の向上および社会的責任を果たすことにつながるものと考えております。 
 

２．目標とする経営指標 

当社および当社グループは、グループトータルの企業価値を最大にするための連結

経営を基本としております。その目標とする連結経営指標は、売上高営業利益率10％

以上、またROE（自己資本当期純利益率）10％以上を目標としております。さらには、

ROA（総資産事業利益率）、自己資本、キャッシュ・フローなどを念頭に、企業価値を

高めるための経営資源の効率的投入を図っていきます。 

なお、当期の連結売上高営業利益率は5.9％、ROEは10.2％でした。 
 

３．中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社は、19年前から“変えようセーレン、変わろうセーレン”をスローガンに「企業

革命：繊維産業から情報産業へ」に全力を注入してまいりました。その基本戦略は下記

の４つの課題に対する取り組みであります。 

（１）「ＩＴ化・流通ダイレクト化」・ITを活用して、新しい産業形態の構築に挑戦 

（２）「非衣料・非繊維化」・・・・・オンリーワン技術による高付加価値化 

（３）「グローバル化」・・・・・・・地球規模（世界6拠点）での事業展開 

（４）「企業体質の改革」・・・・・・のびのび いきいき ぴちぴちで、強い企業体質へ 

これら４つの基本戦略は1988年に制定したものですが、バブル期を経て現在までに企業

環境や社会構造・流通構造は大きく変化したにもかかわらず、結果として得られた成果を

評価するといつの時代にも将来を見据えた確かな戦略であったと確信しています。今後に

おいても引き続き重要な経営戦略として推進し、さらなる進化を図ってまいります。 

具体的には、 

（１）ＩＴ化・流通ダイレクト化 

①生活者のニーズ・ＣＳ（顧客満足度）にダイレクトに対応できるビジネスモデル

をよりレベルアップするため、企画・製造・販売の「一貫機能」をさらに充実。 

②ITを駆使したデジタルプロダクションシステム「Viscotecs®」とＳＣＭ（サプ

ライチェーン・マネジメント）システムとを活用することにより、「小ロット・

短納期・在庫レス・オンネット・低コスト」をさらに具現化。 

③当社オリジナルブランドによるSPA事業の拡大、およびカスタムオーダービジネ

スへのチャレンジとして進めている「VISCO NAVI®」の進化と拡大。 
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（２）非衣料・非繊維化 

①今後確実に大幅な需要増となる次世代電磁波シールド材「プラット®」の大規模・

高機能工場の建設および量産化。（用途：プラズマディスプレイパネル(PDP)や

高精度電子機器などの電磁波シールド材・ガスケット部材）。 

②シルクたんぱく質「ピュアセリシン」における化粧品事業「comoace®」の拡販、

および新商品による新規マーケットへの参入。（人工血管基材の量産対応、ヘア

ーボリュームアップ剤の上市準備、あるいは酵素安定剤、細胞保護、抗酸化機能

などの医療向け商品化） 

③非繊維素材（金属、陶器、樹脂、ガラスなど）を対象物とした「次世代ビスコテ

ックス」の設備開発および量産化工場の建設。 

④ファッション・インテリア・自動車内装材用途向け、非繊維新素材（人工皮革、

合成皮革、本革）の開発および量産化マザープラント建設。 

⑤ハウスラップ材「ラミテクト®」シリーズの拡販および次期オンリーワン高付加

価値商品の開発。 

（３）グローバル化 

①オートモーティブ海外事業における世界シェアの拡大、および新拠点（BRIC’s、

欧州など）構築の検討。 

②「Viscotecs®」のグローバル展開 

Viscotec EU S.p.A.を再編成、ＥＵマーケットへのマーケティングおよび販促強化。 

（４）企業体質の改革 

①意識改革 

1. 仕事の本質を理解し、仕事の目的を完遂するための役割と責任の明確化。 

2. 企業理念「のびのび いきいき ぴちぴち」「五ゲン主義（原理・原則・現

場・現物・現実）」の徹底。仕組みとしての「整流生産」「見える化」「見

つけましたね運動」「革命的ＶＡ活動」「改革小集団活動」等の浸透・定着。 

②研究開発の強化 

技術開発、設備開発、ソフト開発などへの積極的な投資とレベルアップのための環

境づくり。 

③財務体質の強化とキャッシュ・フロー経営の推進 

自己資本比率、ROE（自己資本当期純利益率）、ROA（総資産事業利益率）、有利

子負債率などの改善、および債権の流動化、余剰資金の最小化、グループ金融活

用などの資金の効率的運用。 

④グループ連結経営の強化： 

グループ企業価値を最大化するためのグループ各社の役割・責任を明確化。効率

的で最適な企業統治システムを構築。 

⑤本社改革：社長スタッフとしての機能強化、スピード経営への仕組み・システム

構築、抜本的な購買改革など。 

 

 以上、今後も“変えよう、変わろう”を合言葉に、改革の手を緩めることなくこれらの課

題を着実にこなし、「生活価値創造企業」を目指して邁進していきます。 
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当連結会計年度末 前連結会計年度末

構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

47,673 46.2 50,593 50.2 △ 2,919

現 金 及 び 預 金 3,572 8,829 △ 5,256

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 27,283 25,012 2,271

有 価 証 券 80 -        80

た な 卸 資 産 14,957 14,595 362

繰 延 税 金 資 産 987 1,127 △ 139

そ の 他 の 流 動 資 産 883 1,105 △ 221

貸 倒 引 当 金 △ 91 △ 76 △ 15

55,522 53.8 50,284 49.8 5,237

46,093 44.7 40,020 39.6 6,072

建 物 及 び 構 築 物 15,428 14,307 1,120

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 17,836 14,588 3,248

工 具 器 具 及 び 備 品 899 768 131

土 地 9,646 9,301 344

建 設 仮 勘 定 2,282 1,055 1,227

868 0.8 587 0.6 280

8,560 8.3 9,676 9.6 △ 1,115

投 資 有 価 証 券 3,463 4,149 △ 685

繰 延 税 金 資 産 4,143 4,579 △ 435

その他の投資その他の資産 1,008 1,014 △ 5

貸 倒 引 当 金 △ 55 △ 30 △ 25

投 資 損 失 引 当 金 -        △ 36 36

103,196 100.0 100,878 100.0 2,317

 （　資  産  の  部　）

金 額

比較増減

比較連結貸借対照表

（平成18年3月31日現在）（平成19年3月31日現在）

金 額 金 額

科　　　　目

資 産 合 計

 流　動　資　産

 固　定　資　産

　　有形固定資産

　　無形固定資産

　　投資その他の資産
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当連結会計年度末 前連結会計年度末

構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

36,958 35.8 35,984 35.6 974

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 19,311 19,785 △ 474

短 期 借 入 金 10,375 6,164 4,210

未 払 金 2,177 2,678 △ 500

未 払 法 人 税 等 1,171 3,929 △ 2,758

未 払 消 費 税 等 289 -        289

未 成 工 事 受 入 金 80 33 46

役 員 賞 与 引 当 金 69 -        69

賞 与 引 当 金 1,383 1,273 110

そ の 他 の 流 動 負 債 2,101 2,118 △ 17

20,274 19.7 21,377 21.2 △ 1,102

新 株 予 約 権 付 社 債 25 50 △ 25

長 期 借 入 金 9,383 8,830 552

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 372 378 △ 5

退 職 給 付 引 当 金 6,710 7,104 △ 394

連 結 調 整 勘 定 -        4,995 △ 4,995

負 の の れ ん 3,761 -        3,761

そ の 他 の 固 定 負 債 21 18 3

57,233 55.5 57,361 56.8 △ 127

少 数 株 主 持 分 -        -     778 0.8 -        

-        -     17,394 17.2 -        

-        -     16,713 16.6 -        

-        -     7,869 7.8 -        

-        -     1,460 1.5 -        

-        -     179 0.2 -        

-        -     △ 878 △ 0.9 -        

-        -     42,738 42.4 -        

-        -     100,878 100.0 -        

42,789 41.5 -        -     -        

資 本 金 17,492 16.9 -        -     -        

資 本 剰 余 金 16,811 16.3 -        -     -        

利 益 剰 余 金 11,418 11.1 -        -     -        

自 己 株 式 △ 2,932 △ 2.8 -        -     -        

2,318 2.2 -        -     -        

その他有価証券評価差額金 1,159 1.1 -        -     -        

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,158 1.1 -        -     -        

855 0.8 -        -     -        

45,962 44.5 -        -     -        

103,196 100.0 -        -     -        

金 額

純 資 産 合 計

負 債 、 純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分

負債、少数株主持分及び資本合計

（　負　債　の　部　）

為 替 換 算 調 整 勘 定

比較連結貸借対照表

比較増減
（平成19年3月31日現在） （平成18年3月31日現在）

資 本 合 計

金 額 金 額

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

科　　　　目

（　資　本　の　部　）

（少 数 株 主 持 分）

固　定　負　債

流　動　負　債

負 債 合 計
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百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

111,683 100.0 101,319 100.0 10,363

87,050 77.9 79,621 78.6 7,429

売 上 総 利 益 24,633 22.1 21,698 21.4 2,934

18,094 16.2 16,327 16.1 1,766

6,538 5.9 5,371 5.3 1,167

1,651 1.4 1,762 1.7 △ 110

94 77 17

32 37 △ 4

-        845 △ 845

1,118 -        1,118

160 585 △ 425

245 215 30

246 0.2 308 0.3 △ 62

198 115 83

-        175 △ 175

47 17 30

7,943 7.1 6,824 6.7 1,119

351 0.3 1,558 1.5 △ 1,207

1 5 △ 4

-        429 △ 429

350 486 △ 136

-        1 △ 1

-        517 △ 517

-        117 △ 117

899 0.8 1,892 1.8 △ 992

306 243 62

323 181 141

145 1,366 △ 1,221

-        48 △ 48

-        2 △ 2

-        4 △ 4

94 -        94

-        36 △ 36

29 8 21

7,395 6.6 6,490 6.4 905

2,070 1.9 4,775 4.7 △ 2,705

778 0.7 △ 2,059 △ 2.0 2,838

52 0.0 216 0.2 △ 164

4,494 4.0 3,557 3.5 936

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他 の 投 資 評 価 損

その他の投資貸倒引当金繰入額

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

至　平成18年３月31日

営 業 利 益

売　　上　　高

売　上　原　価

そ の 他 の 特 別 損 失

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

減 損 損 失

支 払 利 息

特　別　損　失

固 定 資 産 処 分 損

雑 損 失

訴 訟 和 解 金

補 償 金 収 入

固 定 資 産 処 分 益

経 常 利 益

特　別　利　益

　　当連結会計年度　　

金 額

負 の の れ ん 償 却 額

営　業　外　費　用

為 替 差 益

科　　　目

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営　業　外　収　益

比較連結損益計算書

比較増減

百分比

自　平成18年４月１日 自　平成17年４月１日

　　前連結会計年度　　

金 額 百分比

至　平成19年３月31日

金 額

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

た な 卸 資 産 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

助 成 金 収 入

退 職 給 付 制 度 移 行 終 了 益
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百万円

17,394 16,713 7,869 △ 878 41,098

新 株 の 発 行 97 97 194

剰 余 金 の 配 当 △ 776 △ 776

利益処分による役員賞与 △ 68 △ 68

当 期 純 利 益 4,494 4,494

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

自 己 株 式 の 取 得 △ 2,053 △ 2,053

連 結 範 囲 の 変 動 △ 100 △ 100
株主資本以外の項目の連結
会計年度中変動額（純額）

97 97 3,549 △ 2,053 1,690

17,492 16,811 11,418 △ 2,932 42,789

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等
合 計

1,460 179 1,640 778 43,517

新 株 の 発 行 194

剰 余 金 の 配 当 △ 776

利益処分による役員賞与 △ 68

当 期 純 利 益 4,494

自 己 株 式 の 処 分 0

自 己 株 式 の 取 得 △ 2,053

連 結 範 囲 の 変 動 △ 100
株主資本以外の項目の連結
会計年度中変動額（純額） △ 301 979 678 76 754

△ 301 979 678 76 2,445

1,159 1,158 2,318 855 45,962

評価・換算差額等
少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計

資 本 剰 余 金利 益 剰 余 金自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

連結株主資本等変動計算書

連結会計年度中の変動額合計

平 成 １ ９ 年 ３ 月 31 日 残 高

平 成 １ ８ 年 ３ 月 31 日 残 高

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

平 成 １ ８ 年 ３ 月 31 日 残 高

平 成 １ ９ 年 ３ 月 31 日 残 高

連結会計年度中の変動額合計

株　主　資　本

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

資 本 金

自　平成１８年４月１日　至　平成１９年３月３１日
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百万円

（資本剰余金の部）

14,690

2,022

増資による新株の発行 2,021

自己株式処分差益 1

16,713

（利益剰余金の部）

4,871

3,557

3,557

560

520

40

7,869利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

役 員 賞 与

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

配 当 金

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

連結剰余金計算書

前連結会計年度

自　平成17年4月 1日

至　平成18年3月31日
科　 目

金 額
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当連結会計年度 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 比較増減

至　平成１９年３月３１日 至　平成１８年３月３１日

百万円 百万円 百万円

１．営業活動によるキャッシュ・フロー

7,395 6,490 905
4,414 3,429 984
145 1,366 △ 1,221
-                       △ 845 845

△ 1,118 -                       △ 1,118
306 243 62
10                     48 △ 37
54 △ 98 153
186 278 △ 91
△ 5 52 △ 58

△ 394 △ 970 576
△ 127 △ 114 △ 12
198 115 83
-                       175 △ 175

△ 2,768 △ 6,035 3,267
△ 199 △ 23 △ 175
238 3,252 △ 3,013
305 △ 169 475

△ 236 △ 454 217
小　　　　　　　計 8,407 6,740 1,666

129 113 15
△ 196 △ 117 △ 79
△ 4,987 △ 2,065 △ 2,922

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,351 4,671 △ 1,319

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 11,066 △ 8,333 △ 2,733
50 195 △ 144

△ 71 △ 324 252
189 1,115 △ 925
-                       △ 1,912 1,912
-                       △ 16 16
571 0 570
△ 41 129 △ 170

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 10,367 △ 9,144 △ 1,222

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

5,368 4,010 1,357
△ 612 △ 800 187
2,120 3,050 △ 930

△ 2,104 △ 933 △ 1,170
△ 776 △ 520 △ 255
△ 14 △ 10 △ 4

△ 2,053 -                       △ 2,053
169 192 △ 22

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,096 4,987 △ 2,891

164 286 △ 122
△ 4,754 801 △ 5,556
8,797 7,995 801
△ 472 -                       △ 472
3,570 8,797 △ 5,226

比較連結キャッシュ・フロー計算書

未払消費税等の増減額（減少額△）

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ 減 少額 △ ）

賞 与 引 当 金 の 増 加 額

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

支 払 利 息

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

科　　目

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

営 業 譲 受 に 係 る 支 出

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

短 期 借 入 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

負 の の れ ん 償 却 額

役員退職慰労引当金の増減額（減少額△）

売 上 債 権 の 増 加 額

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

有 形 固 定 資 産 処 分 損

仕 入 債 務 の 増 加 額

た な 卸 資 産 の 増 加 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

８．現金及び現金同等物の期末残高

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

７．連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少

６．現金及び現金同等物の期首残高

５．現金及び現金同等物の増減額（減少額△）

少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額

４．現金及び現金同等物に係る換算差額

そ の 他

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

配 当 金 の 支 払 額

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

そ の 他

利 息 の 支 払 額

減 価 償 却 費

連 結 調 整 勘 定 償 却 額

減 損 損 失

法 人 税 等 の 支 払 額
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セーレン株式会社

１．連結の範囲に関する事項
（１）

（２）

２．持分法の適用に関する事項

３．会計処理基準に関する事項
重要な引当金の計上基準
役 員 賞 与 引 当 金 ……… 役員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度の負担すべき支給見込額

を計上しております。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）
(役員賞与に関する会計基準)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)
当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年
12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。なお従来
の基準に基づいた場合の資本の部の合計金額は、45,107百万円であり、これによる損益に与える影響はあり
ません。

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年11月29日企業会計基準第4
号）を適用しております。この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益
が、69百万円減少しております。

持分法の適用から除外した非連結子会社５社（ＫＢインテックス株式会社、松屋ニット株式会社、福井大手
町ビル株式会社、株式会社ヘイセイクリエイト、Viscotec EU S.p.A.）及び関連会社１社（ケーシーアイ・
ワープニット株式会社）の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）はいずれも小
さく、当期純損益及び利益剰余金に重要な影響を及ぼしておりません。

なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成18年6月23日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省
略します。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

連結子会社はＫＢセーレン株式会社、セーレン商事株式会社、セーレン電子株式会社、セーレンハウジング
株式会社、株式会社ナゴヤセーレン、グンセン株式会社、セーレンケーピー株式会社、アルマジャパン株式
会社、株式会社セーレンオーカス、株式会社セーレンシステムサービス、セーレンリョーカ株式会社、株式
会社デプロ、セーレンコスモ株式会社、Seiren U.S.A. Corporation、Viscotec Automotive Products LLC、
Viscotec U.S.A. LLC、世聯汽車内飾（蘇州）有限公司、Viscotec World Design Center LLC、Saha Seiren
Co.，Ltd.、Seiren Produtos Automotivos Ltda.の２０社であります。なお、ＫＢインテックス株式会社は
重要性が減少したため、当連結会計年度期首から連結範囲より除外しました。
非連結子会社はＫＢインテックス株式会社、松屋ニット株式会社、福井大手町ビル株式会社、株式会社ヘイ
セイクリエイト、Viscotec EU S.p.A.の５社であります。
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。
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セーレン株式会社

【連結貸借対照表に関する事項】

（１） 59,850 百万円 57,516 百万円

（２）

受取手形 983 百万円
支払手形 1,114 百万円

　【連結株主資本等変動計算書に関する事項】

（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末
発行済株式

普通株式　（注１） 64,274,578 274,068 64,548,646
自己株式

普通株式　（注2） 2,005,143 1,502,203 91 3,507,255
（注1）普通株式の発行済株式総数の増加274,068株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。
（注2）普通株式の自己株式の株式数の増加2,203株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　　の規定に基づく買取による増加であります。
　　　　普通株式の自己株式の株式数の減少91株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。

（２）配当に関する事項
（１）配当金の支払

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
平成18年6月22日
定時株主総会
平成18年11月1日
取締役会

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年6月21日
定時株主総会

【連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項】
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,572 百万円 8,829 百万円
預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等
有価証券勘定 － 百万円 － 百万円
現金及び現金同等物 3,570 百万円 8,797 百万円

平成18年6月22日

457百万円

5円

7.5円 平成19年3月31日

平成18年11月29日7.5円 平成18年9月30日

平成19年6月22日

（前連結会計年度）

普通株式 利益剰余金

平成18年3月31日

△ 2 百万円

（当連結会計年度）

△ 32 百万円

普通株式 465百万円

リース取引、関連当事者との取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる
ため開示を省略します。

普通株式 311百万円

注   記   事   項

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

有形固定資産の減価償却
累計額

連結会計年度末日満期手形の会計処理については手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日で
あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。

　　　　普通株式の自己株式の株式数の増加1,500,000株は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条
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１．事業の種類別セグメント情報
単位：百万円

ｵｰﾄ
ﾓｰﾃｨﾌﾞ

ﾊｲ
ﾌｧｯｼｮﾝ

ｴﾚｸﾄﾛ
ﾆｸｽ

ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ ﾒﾃﾞｨｶﾙ その他 計
消去又は
全社

連結

Ⅰ.売上高及び営業損益
　　売上高
　（１）外部顧客に対する売上高 48,449 38,239 11,286 10,080 3,063 562 111,683  - 111,683
　（２）セグメント間の内部売上高　
　　　　または振替高

計 48,673 38,252 12,666 11,212 3,063 2,174 116,043 (4,359) 111,683
　　営　業　費　用 44,662 37,248 10,944 10,601 3,034 1,907 108,398 (3,253) 105,144

　　営　業　利　益 4,011 1,004 1,721 610 29 267 7,644 (1,106) 6,538

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出

　　資　　　　　　産 41,497 33,777 13,370 8,090 3,704 1,727 102,166 1,029 103,196
　　減 価 償 却 費 2,144 1,375 649 212 99 36 4,519 (104) 4,414
　　資 本 的 支 出 3,054 2,630 3,750 333 307 127 10,204 1,304 11,508

単位：百万円

ｵｰﾄ
ﾓｰﾃｨﾌﾞ

ﾊｲ
ﾌｧｯｼｮﾝ

ｴﾚｸﾄﾛ
ﾆｸｽ

ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ ﾒﾃﾞｨｶﾙ その他 計
消去又は
全社

連結

Ⅰ.売上高及び営業損益
　　売上高
　（１）外部顧客に対する売上高 42,224 34,226 10,511 10,190 3,149 1,017 101,319  - 101,319
　（２）セグメント間の内部売上高　
　　　　または振替高

計 42,239 34,301 12,361 11,591 3,150 2,331 105,977 (4,657) 101,319
　　営　業　費　用 38,639 33,950 10,914 10,636 3,089 2,089 99,320 (3,371) 95,948

　　営　業　利　益 3,600 351 1,446 954 60 242 6,656 (1,285) 5,371

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出

　　資　　　　　　産 38,360 31,768 12,605 7,395 3,505 2,199 95,832 5,046 100,878
　　減 価 償 却 費 1,622 1,080 662 94 46 16 3,522 (93) 3,429
　　資 本 的 支 出 4,410 2,403 787 558 367 272 8,801 (272) 8,529

　　(注)　１． 事業区分は、製品の種類及び用途の類似性を勘案して区分しております。

２． 各事業の主な製品等

　自動車内装材、カーシート、エアバッグ
　各種衣料製品、衣料用繊維加工
　電磁波シールド材、防塵着、電子機器、工業用製品
　建築用資材、インテリア用資材、建築、不動産
　化粧品、浄水器およびフィルター、医療用製品
　コンピュータソフトウエア、保険代理業

３． 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の
総務部門等管理部門に係る費用であります。

当連結会計年度
前連結会計年度

４． 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金
（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

当連結会計年度末
前連結会計年度末

(4,657)  - 

前連結会計年度（平成18年3月31日）

15 75 1,850 1,401 0 1,314 4,657

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

　メディカル

 - 

当連結会計年度（平成19年3月31日）

0 1,611 4,359 (4,359)

　その他

事　業　区　分 　　　　　　主　な　製　品　等

　オートモーティブ
　ハイファッション
　エレクトロニクス
　ハウジング

224 12 1,379 1,131

　１,１４９百万円
　１,１００百万円

４，６３４百万円
８，４４０百万円
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２．所在地別セグメント情報

単位：百万円

日本 その他の地域 計 消去又は全社 連結
Ⅰ.売上高及び営業損益
　　売　　上　　高
　（１）外部顧客に対する売上高 98,487 13,195 111,683 -                   111,683
　（２）セグメント間の内部売上高　
　　　　または振替高

計 102,406 17,794 120,200 (8,516) 111,683
　　営　業　費　用 97,423 16,193 113,617 (8,472) 105,144

　　営　業　利　益 4,982 1,600 6,583 (44) 6,538

Ⅱ.資　　　　　　産 94,210 21,451 115,661 (12,465) 103,196

単位：百万円

日本 その他の地域 計 消去又は全社 連結
Ⅰ.売上高及び営業損益
　　売　　上　　高
　（１）外部顧客に対する売上高 93,043 8,276 101,319  - 101,319
　（２）セグメント間の内部売上高　
　　　　または振替高

計 96,594 12,053 108,647 (7,327) 101,319
　　営　業　費　用 91,364 10,809 102,174 (6,225) 95,948

　　営　業　利　益 5,229 1,243 6,472 (1,101) 5,371

Ⅱ.資　　　　　　産 90,286 18,669 108,956 (8,077) 100,878

　　(注)　１． 国又は地域の区分方法
国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２． 日本以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
（1）その他の地域…北米、南米、アジア

３． 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容は、
「事業の種類別セグメント情報」の「注３．」と同一であります。

４． 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容は、
「事業の種類別セグメント情報」の「注４．」と同一であります。

３．海外売上高

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

　　(注)　１． 国又は地域の区分方法
国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２． 連結売上高に占める割合が10%以上のセグメントがないため、海外売上高の合計のみ記載しており
ます。

３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。

当連結会計年度
19,550
111,683

海外売上高 (百万円）
連結売上高 (百万円）
連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 17.5

当連結会計年度（平成19年3月31日）

3,918 4,598 8,516 (8,516) -                   

前連結会計年度（平成18年3月31日）

3,550 3,776 7,327 (7,327)  - 

前連結会計年度
海外売上高 (百万円） 12,075
連結売上高 (百万円） 101,319
連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 11.9
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繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

　 当 連 結 会 計 年 度

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 618 　百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,710 　百万円

税務上の繰越欠損金 889 　百万円

負ののれん 1,453 　百万円

棚卸資産・固定資産等の未実現利益 577 　百万円

その他 399 　百万円

繰延税金資産小計 6,649 　百万円

評価性引当額 △ 713 　百万円

繰延税金資産合計 5,935 　百万円

繰延税金負債

貸倒引当金調整（債権債務相殺） △ 12 　百万円

その他 △ 813 　百万円

繰延税金負債合計 △ 826 　百万円

繰延税金資産の純額 5,109 　百万円

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 987 　百万円

固定資産－繰延税金資産 4,143 　百万円

流動負債－その他の流動負債 △ 0 　百万円

固定負債－その他の固定負債 △ 21 　百万円

　税   効   果   会   計　

(平成19年 3月31日)
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